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Discussion  of  the  Introduction  of  Compulsory  Education
at  Homes  for  the  Aid  of  Juvenile  Self-support  and  Reliance
Nobuhiko  UCHIDA
　Homes  for  the  Aid  of  Juvenile  Self-Support  and  Reliance  have  experienced  a  long  history
through  changes  of  laws,  from  the  issue  of  the  Reformatory  Schools  Act  in  1900  to  the
Juvenile  Training  and  Education  Law  and  to  the  Child  Welfare  Law.
　When  we  are  born,  we  cannot  live  by  ourselves  but  need  to  be  taken  care  of  by  parents
(care  providers).  If  the  relationship  between  the  parents  (care  providers)  and  their  child  in
early  childhood  is  not  appropriate,  emotional  problems  will  appear  during  puberty.  Reforma-
tory  schools  and  Homes  for  Training  and  Education  of  Juvenile  Delinquents  were  established
for  the  children  who  express  such  emotional  problems  in  the  form  of  problematic  behaviors.
Naotaro  Kojima,  the  former  principal  of  Shiga  Prefectural  Tankai  Gakuen,  hammered  out  his
philosophy  of  children : The  target  of  juvenile  training  and  education  is  the  children  who
require  training  and  protection;  and  children  who  require  training  and  protection  are  all  just
children.
　　　  Keywords : relationship  at  early  childhood,  problematic  behavior,  compulsory  education,  edu-














































































































３）小嶋直太郎　1909（明治 42）年～ 1998（平成 10）年
４）モンテッソーリ（1870～ 1952）　イタリアにおける女性最初の医学博士
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意味もあったという。1997（平成９）年教護院から児
童自立支援施設に名称が変更になった時も同様のこと
がいわれた。私たちは「感化とは夫婦職員が醸し出す
家庭的な雰囲気が子どもに良い影響を与えること」と
捉えているが、世間では「悪い子（ワル）は感化院に
入れる」という風潮があった。昔、筆者自身も親から
そうしたことを聞いた覚えがある。保護とは社会的に
本人を監護する意味の響きがあるが、あくまで子ども
自身の幸福のために保護者に代わって心身を護り育て
ることをさしている。また教育とは人格の陶冶や生活
に必要な知識技能を授けることを意味するk。
　1947（昭和 22）年　児童福祉法公布
　　　［少年教護法廃止］
　1948（昭和 23）年　児童福祉施設最低基準
　　　「教護院における生活指導、学科指導及び職業指
導は、すべて児童の不良性を除くことを目的と
しなければならない」（101条）
　1951（昭和 26）年全国教護院長会議（３月）学科指
導の理念について（内藤・厚生省養護課長と島
田・東京萩山実務学校長の論争）
　　　児童福祉法第５次改正（６月）・「教護院の長は
在院中、学校教育法の規定による小学校又は中
学校に準ずる教科を修めた児童に対して、終了
の事実を証する証明書を発行することができる」
（48条）
　1953（昭和 28）年文部省初等中等教育局長回答（岡
山県教育委員会の照会に対する）（９月）
　　　「教護院に入った以後は、学校教育法第 23条に
よって監督庁の許可を受けて就学猶予とする」
　1954（昭和 29）年文部省初等中等教育局回答（滋賀
県教育委員会の照会に対する）（３月）「教護院
に入所した場合、就学義務の猶予又は免除を受
けるべき場合と解すべきである。」
　　　全国教護院長会議（７月）・小嶋直太郎「教護院
児童の学籍について」（質問的発言）
　1956（昭和31）年小嶋直太郎（５月）（『教護』67号）
　　　①　教護院に在る児童の学籍は出身の小中学校
に置き、小中学校は児童生徒が教護院に在る
間の学校教育を教護院に委託する。
　　　②　児童が小中学校の課程を修了する時期に達
すれば、出身の小中学校長は、教護院の発す
る修了の事実を証する証明書に基づき卒業証
書を発行する。
　　　③　教護院長に対して、在院の児童をして就学
せしめる業務を課する。こうして教護院の教
護内容については、教護院の独自性を害うこ
とのないように勧告基準に添って十分協議す
る。
　　　これに対して厚生省は、③は教護事業の独自性
を失する。①②については現状では国家的問題と
して取り上げる問題ではなく、現地間の解決を待
つという回答であった。
　　　この小嶋提案に対して各教護院は、①全面賛成
②教護院の国立移管後にやればよい　③教護院の
尊厳を冒とくするものである　④就学義務を課せ
られても学習できない児童をどうするのか　⑤各
院の意見一致は無理で研究を要する、などの意見
であったl。
　［児童福祉施設に入所中の児童の教育］
　　第48条　②　教護院の長は、在院中学校教育法の
規定による小学校又は中学校に準ずる教科を
修めた児童に対し、修了の事実を証する証明
書を発行することができる。
　　　④　第二項の証明書は、学校教育法により設置
された各学校と対応する教育課程について、
各学校の長が授与する卒業証書その他の証書
と同一の効力を有する。
　旧児童福祉施設最低基準では、生活指導、学科指導、
職業指導はすべて児童の非行性の除去を目的とされ、
学校教育は義務教育に「準ずる教育」とされていた。
　上記、準ずる教科を修めた児童に証明書を発行する
としても「悪（ワル）が行く学園」というイメージが
ある教護院長の修了証書を欲する親も子どももなかっ
たのは致しかたない事実である。
　そうした中で、小嶋は準ずる教育は子どもの人権侵
害があると一人で行動を起こしたのである。「児童があ
やまちをおかして教護院に措置されると、その教育は、
学齢中の者は学校教育から外れ、教護院ではこれを受
けて不良性を除くことを目的として小学校・中学校に
準ずる教科の指導を行う、という児童福祉法第48条の
現体制は、児童の人格を無視し、教育を受ける権利を
保障しておらず、児童に計り知れない不平等、不利益
を与える。即ち、人格の完成をめざし、心身ともに健
康な国民の育成を期して行われるべきもの（教育基本
法第１条）であって、青少年期に不良性を除くことを
目的とした限られた教育を行うのは適切ではなく、ま
た根本において児童の人格を無視するものであるから、
理念を改めなければならない。」¡0と言い、「教護の対象
は教護児童である」、そして「教護児童である前に児童
である」という教護理念をもって教護院に義務教育の
必要性を主張した¡1のである。
打　田　信　彦
－196－
　1979年（昭和54年）養護学校が義務設置になったが、
教護院は問題を起こす子どもの不良性の除去が目的で
あり、一般学校からはみ出した子どもを施設に入所さ
せているのに、義務教育（公教育）の導入は本来目的
から外れるという理由によって統一した方向が出せな
かった。
５．日弁連へ人権救済申立
　1986（昭和 61）年３月１日、小嶋より日本弁護士連
合会人権擁護委員会に対して、次の内容の人権救済申
立がなされた。全国の教護院の大半が準ずる教育をし
ているのは子どもの人権侵害にあたると救済の申し出
を行った。
申立の概要
　①　児童があやまちをおかし教護院に措置される
と、その教育は、学齢中の者は学校教育法から外
れ、教護院ではこれを不良性を除くことを目的と
して小学校・中学校に準ずる教科の指導を行う、
という児童福祉法第48条の現体制は、児童の人権
を無視し、教育を受ける権利を保障しておらず、
児童に計り知れない不平等、不利益を与えてい
る。
　②　即ち、教育は人格の完成をめざし、心身ともに
健康な国民の育成を期して行われるべきもの（教
育基本法第１条）であって、青少年に不良性を除
くことを目的とした限られた教育（児童福祉施設
最低基準第101条）を行うのは適切ではなく、ま
た、根本において児童の人格を無視するものであ
るから、理念を改めなければならない。
　③　児童が教護院に措置されると、就学の猶予又は
免除の措置がとられる（学校教育法第23条）。
　　　これを受けて教護院長には児童を就学させる義
務が課されていない。また教科の指導を行うこと
も義務づけられていない（児童福祉法第48条）。
　　　教護院は学校ではない（学校教育法第１条）。
教護院で小・中学校に準ずる教科の指導を行って
いても、それは学校教育法に基づくものでないか
ら、児童は義務教育を受けているとは言えない。
　　　このように根本的な法制度上教護院にある児童
の教育を受ける権利は保護されておらず、児童の
教育権は侵害されている。
　④　子女を就学させる義務の猶予又は免除を受ける
のは保護者であるが、教護児童にはその能力にお
いてそれを受ける何等の理由となるものはない。
これは人権の侵害である。またこれについても、
前項の就学義務と同じように教護児童は他の収容
施設児童と平等に扱われていない。
　　　今や就学の猶予又は免除の措置は過去のものと
なりつつあるにもかかわらず、ひとり教護児童の
みが旧態のままであることは許されない。
　⑤　教護院の教育は、その目的からして、また運営
の面からして、いきおい限定されたものとなり、
したがって能力を十分に発揮させるに至らず、学
力も伸びなやみがちとなる。
　　　その結果、高校進学が極めて困難となり（出身
学校の内申で一層困難となる）、また中学校卒業
で就労するとき職種が限られるなど、場合によっ
ては生涯の進路に関わる大きな不利益を受けてい
る。
　　　これはまた児童にとって強い差別感を抱かせ
て、非行からの立ち直りを悪くさせる大きな原因
となっている。強力な教育充実の方途が講じられ
なければならない。
　　　申立を受けた当連合会人権擁護委員会では予備
審査を経て、1986（昭和61）年９月12日の全体委
員会において、法律の改正等を求めるものである
からとの理由で第５部会に付託することを決定し
た。
調査の経過
１．本件の付託を受けた第５部会では、次の関係者か
らの事情聴取、教護院の見学及び関係資料の収集等
を行って調査を遂げた。
　a　聴取者
　　小嶋直太郎（本件申立人）
　　河原　幸雄（東京都立萩山実務学校長）
　　田中　幹夫（大阪弁護士会所属弁護士）
　　斉藤　俊郎（厚生省児童家庭局育成課課長補佐）
　　松田　　将（同児童手当課課長補佐）
　　山本　　保（児童福祉専門官）
　　本城　章秀（同局育成課指導係長）
　　平川　幸子（文部省初等中等教育局中学校課課長
補佐）
　　青木　早苗（同課文部事務官）
　　土井　洋一（大阪府立大学助教授）
　　花島政三郎（宮城教育大学助教授）
　　有本　憲二（大阪府調査業協会会長　教護院卒業
生）
　s　見学先
　　東京都立萩山実務学校
　　滋賀県立淡海学園
　　奈良県立精華学院
　d　収集した主な資料
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　　１　厚生省の統計資料
　　２　全国の教護院の学科指導に関する資料（42ヶ
所）
　　３　「教護院運営ハンドブック」（全国教護院協議
会編）
　　４　「非行問題」　194、195号　（全国教護院協議会
編）
　　５　昭和60年12月19日付委初第18号　各都道府
県教育委員会教育長あて
　　　　文部省初等中等教育局長・教育助成局長連名
通知「教護院に入院した児童生徒の取り扱いに
ついて」
　　６　山口達也（前滋賀県児童家庭課長）の「教護
院入所児童の基本的人権の侵害について」と題
する文書
　　７　平成元年４月10日付児発265号の７各都道府
県知事等あて厚生省児童家庭局通知「教護院入
所児童の高等学校進学の取り扱いについて」
　　８　土井洋一「児童福祉法第 48条の歴史的性格」
　　９　宮城教育大学教育福祉学研究室「教護院にお
ける指導のあり方に関する調査研究報告書」
　　10　その他文献多数
　人権救済申立がなされたが、これは長く厳しい戦い
のスタートでもあった。しかし、日弁連も教護院を理
解するために、行動を起こしたのである。日弁連は小
嶋の申立後、積極的に調査を始めている。それまで、そ
れほど教護院に対しての関心をもっているわけではな
かったと思われるが施設での宿泊研修等も含めて、精
力的に教護院を知る活動をした。それが平成９年の児
童福祉法改正へと進んでいったのである。また、一連
の活動は子どもの人権問題とか、被虐待児対応等の次
の活動に結びついていったのである¡2。
６．淡海学園の取り組み
　小嶋は「淡海学園運営　基本篇」の中で「教護界で
は常に諸問題について議論がかわされているが、最後
に行きづまるのはいつも思想の不統一であることを幾
度感じたことであろうか。」¡3と落胆している。淡海学
園は大津市の阪本から、昭和36年広大な土地と自然を
求めて土山町に移転した。「わが学園を外観内容共に新
しくしてモデル教護院たらしめるためには、この際、基
本となるべきものの確立がどうしても必要となり、志
を立ててまとめ上げた。」¡4と記している。小嶋は新天
地での心躍る気持ちを設計図に描き、新しい学園構想
実現に邁進した。
　1961（昭和36）年土山町移転　　翌年37年移転完了
　1968（昭和 43）年４月　土山町町立大野小学校と土
山中学校に情緒障害児学級として布引学級を開
設し、小・中学校より教諭を派遣することにな
る。
確約事項
１．地元の土山町に、経済的又は精神的に負担をかけ
ないことを条件として、淡海学園園内に大野小学校、
土山中学校の情緒障害児学級を設置することを承認
する。
２．生徒が中学校卒業後、何も障害もなく普通の市民
として、社会に適応できるようにするために、卒業
の際、卒業証書は出身校の校長名で出すこと。（土山
町としては、あくまで一時お預りするという原則を
守ること）
　1986（昭和 61）年大野小学校・土山中学校の分教室
（普通学級）になった。
　教育環境が備わった広大な自然のある全寮制の学校
であり、自然の中に無限の教材があることは、この子
らの養育の場としては魅力的である。
　現在、全国 57ヶ所中、義務教育（公教育）が導入さ
れていない施設が22ヶ所あるという現実は、上記のよ
うな地元との話し合いが欠けている。また県域を児童
相談所の措置入院対象とする施設と、地区教育委員会
が管轄する学校の問題がある。当然、地区教育委員会
は県域を対象とすることに抵抗感が生じる。そうした
中で地元と検討している所が、19施設あることに期待
したい。ただ、法改正から９年が経過したということ
は、小嶋が主張した子どもの人権侵害の視点からは距
離がある。そして、その間も子どもの人権侵害の課題
は続いているのである。
　近年、児童相談所の児童虐待相談処理件数は爆発的
に増加している。これは何を意味するのだろうか。留
岡幸助は監獄を回る中で青少年期の教育の重要性を感
じている。現代の児童虐待問題は家庭内の子育てのと
まどいであり、親たちの悲鳴であるといえる。
　子どもは「問題行動」で、家庭は「児童虐待」で、そ
して大人に成りきれない者は「種々の問題」を起こす
ことで私たちに今の危機的状況を伝えてくれている。
こうした現代的課題は、子どもだけを「育て直す」視
点ではなく、子どもと親を「育てる」視点に立つこと
が求められている。
打　田　信　彦
－198－
参考文献
asdgh　井上　肇：体験的児童の人権の成立，全
国児童自立支援施設協議会編，百代に花開く，2000
f　留岡幸助君古希記念事務所：留岡幸助君古希記念
集，家庭学校，1933
jk¡3¡4　小嶋直太郎：淡海学園運営基本篇，淡海第
10号，1967
l　小林英義：自立支援施設の教育保障，ミネルヴア
書房，2006
¡0¡1　打田信彦：児童自立支援施設の現状と課題，犯
罪と非行第 134号，日立みらい財団，東京 2002
¡2　打田信彦：児童自立支援施設における子育て支援
について，サンライズ出版，彦根 2004
